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特記仕様書 

 

■業務概要 

１．業 務 名 称  2026 年度 建設資材価格調査・建設資材特別調査業務委託 

２．履 行 場 所  県内一円 

３．履 行 期 間  契約の日から令和 9年 3月 19 日まで 

４．業 務 内 容  Ⅰ．建設資材価格調査  一式 

         Ⅱ．建設資材特別調査  一式 

 

■実施要領 

 本業務の実施に当たっては、本特記仕様書のほか「設計・調査・測量業務共通仕様書（佐賀

県県土整備部、農林水産部及び地域交流部）」（以下、「共通仕様書」という）により実施する。 

 

■業務内容 

Ⅰ．建設資材価格調査 

１．業務の目的 

本業務は、佐賀県が発注する工事や委託の積算に用いる設計資材単価を決定するための基

礎資料を得ることを目的とする。 

 

２．業務の内容 

（１）調査回数及び各回の調査件数 

  本業務における調査回数は別紙 1、各回の調査件数は別紙 2 のとおり予定している。なお、

調査回数及び調査件数に変更が生じた場合は設計変更の対象とする。 

 

（２）調査地区 

  調査地区は別紙 3 のとおり 7 地区とする。 

 

（３）調査方法 

・市況単価は、販売業者ならびに購入業者から実勢価格の調査（ヒアリング調査）を行う。

なお、本調査は公共事業の基礎単価となることから、適正・公平なものであるよう心がけ

るとともに、実際に工事で使用する条件（県内優先調達、関係法令等）に留意すること。 

・掲載単価（一般単価）は、市販本「積算資料」「建設物価」（WEB 版を含む）に掲載されて

いるものについて調査を行い、両方の市販本に掲載されているものはその価格の平均とし、

片方のみに掲載されているものはその価格とする。 

・掲載単価（市場単価、土木工事標準単価）は、市販本「土木施工単価」「土木コスト情報」

（WEB 版を含む）に掲載されているものについて調査を行う。 

・単価決定の考え方は、「設計単価等決定要領（佐賀県）」（以降、「要領」という）を原則と

する。 

・掲載単価（一般単価）（WEB 版を含む）は、4 月単価改定時に資材価格の算出根拠が要領に

示すとおり決定しているかの照査を行う。また、市販本の「ブランド品」を採用している



 

  2  

 

単価（約 40 品目）は、選定している品名を要領に従い見直す。 

・資材価格の算出根拠が変更（市況調査から市販本の平均価格へ変更、市販本の平均価格か

らどちらか片方の掲載価格へ変更、市販本の平均価格から市況調査へ変更等）になる場合

は、速やかに監督員に報告し、調査方法について協議すること。 

・施工パッケージ型積算方式で使用する基礎材料単価（東京単価）は、国土交通省が公表す

る「施工パッケージ型積算方式標準単価表」（最新版）に対応した単価調査を行い、7月の

土木工事標準積算基準書の改定と合わせて適用する。なお、単価の決定方法は国土交通省

で示された方法とするが、端数処理（有効桁数）については、要領によるものとする。 

 

（４）調書作成及び提出 

・積算システムデータの更新のため、報告書とは別に以下の調書を審査の上、部分使用同意

書と合わせて提出すること。また、積算システムデータの更新にあたっては、別途指示す

る単価の更新を含むものとする。 

・調書の提出期限は改定月の 5日を基本とし、変更が生じる場合は協議すること。調書の提

出方法は CD-R 等の記録媒体による他、電子メールでの送信も可能とする。 

○ 調書 

・市況単価調査・掲載単価調査 単価調書（別紙 4-1 指定様式） 

・施工パッケージ型積算方式 基礎材料単価 単価調書（別紙 4-2 指定様式） 

・産廃受入費調査 単価調書（別紙 4-3 指定様式） 

 

Ⅱ．建設資材特別調査 

１．業務の目的 

本業務は、佐賀県が発注する工事における設計資材単価を決定するための基礎資料を得る

ことを目的とする。 

 

２．業務の内容 

（１）単価区分 

単価区分は別紙 5 のとおりとする。 

 

（２）調査対象 

・1 工事当たりの資材調達価格（数量×資材価格）が 500 万円以上でかつ資材価格が 50 万円

以上の資材（電気通信の機器価格、工場製作原価及び機械設備の機械単体価格は除く）。 

・ダム、トンネルなどに使用する火薬、電気雷管で 1 工事当たりの使用量が火薬 1t 以上、

電気雷管 2,000 個以上。 

・1 工事当たりのセメントの使用量が 1,000t 以上。 

・1 工事当たりの砂、砂利の使用量が 3,000m3以上、新規土の使用数量が 3,000m3以上。 

 

（３）調査件数 

  調査件数は別紙 5 のとおり予定している。なお、調査件数に変更が生じた場合は設計変更

の対象とする。 
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（４）調査方法 

  販売業者ならびに購入業者から実勢価格の調査（ヒアリング調査）を行う。なお、本調査

は公共事業の基礎単価となることから、適正・公平なものであるよう心がけるとともに、実

際に工事で使用する条件（県内優先調達、関係法令等）に留意すること。 

 

（５）調査期間 

  調査依頼は 2026 年 3 月～2027 年 1 月に行い、調査期間は 2026 年 3 月～2027 年 3 月とす

る。電子メールでの依頼、結果報告を基本とし、調査件数は随時取り纏めること。 

 

■成果品 

・建設資材価格調査の単価調書、建設資材特別調査の報告書及び成果品については、照査を

適切に実施した上で監督員へ提出すること。なお、照査計画については業務計画書に記載

すること。 

・報告書（紙）は 1部提出すること。なお、成果品の規格は A4版サイズとする。 

・電子成果品は CD-R 等の電子媒体で 2 部（正・副）提出すること。 

・毎月の実績件数総括表を添付すること。 

・毎月の実施設計用単価調書を添付すること。                                                                                                                              

・取引量の範囲、対象資材の規格等適用に注意を要するものは明記すること。 

・資材単価において、直前回の調査結果と比較して特に変動が大きいもの（±10％以上）に

ついては、その理由を品目毎に取り纏めること。 

・資材価格の算出根拠が変更になったものは、その理由を品目毎に取り纏めること。 

・業務完了後においても、調査した資材及び単価に関する質疑があった場合は、決定根拠等

を速やかに回答すること。 

 

■その他 

１．打合せ・協議 

本業務を遂行するにあたり、適宜打合せ・協議を行う。 

 

２．疑義 

今回の調査で疑義が生じた場合は、受・発注者双方の協議のうえ決定する。 

 

３．ウィークリースタンス  

本業務は、ウィークリースタンスの対象である。実施にあたっては、「ウィークリースタン

ス実施要領」に基づき、受発注者相互に協力し、取り組むものとする。 

 

４．情報共有システムの利用 

受注者が情報共有システムの利用を希望する場合は、「情報共有システム運用ガイドライ

ン」を準用し、利用することができる。利用を希望する場合は、システム等について発注者

と協議すること。 



別紙1（調査時期）

基礎材料単価 産廃受入単価

(主要資材)※1,※2 (その他)※2 (一般単価)※3 (市場単価) (標準単価) (東京単価) （中間処理）

4月 〇 〇 〇 〇

5月 〇 〇

6月 〇 〇

7月 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

8月 〇 〇

9月 〇 〇

10月 〇 〇 〇 〇 〇 〇

11月 〇 〇

12月 〇 〇

1月 〇 〇 〇 〇 〇 〇

2月 〇 〇

3月 〇 〇

12 4 12 3 3 1 4

※3. 掲載単価（一般単価）（WEB版を含む）は、4月単価改定時に資材価格の算出根拠が要領に示すとおり決定しているかの照査を行う。

※2. 生コン、アスファルト混合物、砕石類は、掲載単価ではなく市況単価（地区別）を採用。

※1. 主要資材…異形棒鋼、Ｈ形鋼、セメント、生コン、再生石材、型枠合板、再生アスファルト、硬質塩化ビニル管、軽油、鉄スクラップ

建設資材価格調査業務　調査回数一覧表

予算年度

合計

市況単価
改定時期

R8
（2026）

掲載単価



別紙2（市況単価）

調査区分 調　査　内　容 調査件数 建設・技術 農地整備 森林整備

①市況単価（全資材）

全県市況調査 1,376 518 573 285

366 153 122 91

地区別市況調査 394 367 12 15

（県内７地区） 617 596 0 21

地区別市況調査 394 367 12 15

生コン（唐津一部地域） 32 30 0 2

合計 1,770 885 585 300

件数（＝データ数） 1,015 779 122 114

調査区分 調　査　内　容 調査件数 建設・技術 農地整備 森林整備

②市況単価（主要資材のみ）

全県市況調査 1,376 518 573 285

1 1 0 0

地区別市況調査 367 367

（県内７地区） 288 274 0 14

地区別市況調査 394 367 12 15

生コン（唐津一部地域） 31 29 0 2

合計 1,743 885 573 285

件数（＝データ数） 320 304 0 16

県内の地区別取引価格をヒアリング調査

地区別市況調査（県内７地区）のうち「三瀬地区」の生コン等の調査結果を
唐津一部地域の単価として、調査結果を整理

県内の取引価格をヒアリング調査

備考（調査方法等）

地区別市況調査（県内７地区）のうち「三瀬地区」の生コン等の調査結果を
唐津一部地域の単価として、調査結果を整理

建設資材価格調査業務　予定件数一覧表

県内の取引価格をヒアリング調査

県内の地区別取引価格をヒアリング調査

備考（調査方法等）

建設資材価格調査業務　予定件数一覧表



別紙2（掲載単価）

調査区分 調　査　内　容 調査件数 建設・技術 農地整備 森林整備

一般単価

区分 ①積算資料 ②建設物価 ③両誌共通 調査数 データ数

0 0

件数 1,117 778 244 95 建設・技術 29 31 718 778 1,496

0 0 0

データ数 2,145 1,496 464 185 農地整備 1 23 220 244 464

0 0

森林整備 1 4 90 95 185

市場単価

件数 746 746 0 0 区分 ①コスト情報 ②施工単価 ③両誌共通 調査数 データ数

0 0

データ数 1,279 1,279 0 0 建設・技術 0 213 533 746 1,279

土木工事標準単価

件数 618 618 0 0 区分 ①コスト情報 ②施工単価 ③両誌共通 調査数 データ数

0 0

データ数 1,236 1,236 0 0 建設・技術 0 0 618 618 1,236

合計 0 0 0 0

件数 2,481 2,142 244 95

0 0 0 0

データ数 4,660 4,011 464 185

調査区分 調　査　内　容 調査件数 建設・技術 農地整備 森林整備

一般単価

①積算資料 ②建設物価 ③両誌共通 調査数 データ数

2,550 2,550 0 0 145 179 2,226 2,550 4,776

件数 1,117 778 244 95 建設・技術 29 31 718 778 1,496

0 0 0

データ数 2,145 1,496 464 185 農地整備 1 23 220 244 464

0 0

森林整備 1 4 90 95 185

合計

件数 1,117 778 244 95

データ数 2,145 1,496 464 185

内訳表（データ数＝①＋②＋③×2）

内訳表（データ数＝①＋②＋③×2）

建設資材価格調査業務　予定件数一覧表

備考（調査方法等）

③掲載単価（全資材） 刊行物から調査
内訳表（データ数＝①＋②＋③×2）

内訳表（データ数＝①＋②＋③×2）

調査数

建設資材価格調査業務　予定件数一覧表

備考（調査方法等）

データ数

④掲載単価（一般単価のみ） 刊行物｢積算資料｣｢建設物価｣から調査。



別紙2（東京単価・産廃受入単価）

調査区分 調　査　内　容 調査件数 建設・技術 農地整備 森林整備

⑤基礎材料単価（東京単価）

国土交通省資料

件数 49 49 0 0

建設機械損料算定表

件数 93 93 0 0

一般単価

（掲載単価） ①積算資料 ②建設物価 ③両誌共通 調査数 データ数

336 336 5 23 299 327 626

件数 324 324 0 0 土木 5 13 297 315 612

0 5 4 9 13

データ数 625 625 0 0 港湾空港 5 0 4 9 13

10 23 303 336 639

計 10 13 301 324 625

合計 336 0 0

件数 466 466 0 0

0 0 0

データ数 625 625 0 0

調査区分 調　査　内　容 調査件数 建設・技術 農地整備 森林整備

⑥産廃受入単価（中間処理）

0

会社数 42 42 0 0

0

件数 117 117 0 0

合計 0 0 0

会社数 42 42 0 0

0 0 0

件数 117 117 0 0

建設資材価格調査業務　予定件数一覧表

備考　（調査方法等）

県内の産廃受入施設における受入単価を調査

建設機械損料算定表から調査

建設資材価格調査業務　予定件数一覧表

備考（調査方法等）

国土交通省等のＨＰで公表される資料から調査

国土交通省で公表されている単価を調査

内訳表（データ数＝①＋②＋③×2）



別紙3（地区区分）

地区ｺｰﾄﾞ 地区名

01 佐賀

02 三瀬

03 鳥栖

05 唐津

06 伊万里

07 武雄

08 鹿島

建設資材価格調査業務　調査地区

武雄市、大町町、江北町、白石町、多久市、小城市

鹿島市、嬉野市、太良町

対象地区（市町村）

佐賀市(佐賀市富士町、三瀬村を除く)、神埼市（脊振町を除く）、吉野ヶ里町

佐賀市富士町、佐賀市三瀬村、神埼市脊振町、唐津市七山

鳥栖市、基山町、みやき町、上峰町

唐津市（七山を除く）、 玄海町
生コンの「唐津一部地域」は、浜玉町山瀬・平原・鳥巣、厳木町天川・平
之・広川・星領地区とする。

伊万里市、有田町

佐 賀 県 ７ 地 区

N

S

W E

佐賀市

佐賀市

富士町及び三瀬
神埼市

背振

唐津市

玄海町

伊万里市

有田町
武雄市

多久市
小城市

大町町
江北町

白石町

鹿島市

嬉野市

太良町

神埼市

吉
野
ヶ
里
町

みやき町

上峰町

鳥栖市

基山町

唐津市

七山

05

03

01

02

06

08

07



別紙4-1（市況・掲載単価調書）

変動率 平均単価 市況単価

前回 今回 前回 今回 今回/前回 掲載単価 都市 名称 規格 単位 頁 掲載単価 都市 名称 規格 単位 頁
有効桁処理

後
有効桁処理

後

全県共通 管(函)渠型側溝　300型 横断用　L=2000 ｍ 市況 市況 -

全県共通 管(函)渠型側溝　300型 横断用（集水蓋付）　L=2000 ｍ 市況 市況 -

全県共通 管(函)渠型側溝　300型 すりつけ用　L=1000 個 市況 市況 - 220kg

全県共通 管(函)渠型側溝　360型 横断用　L=2000 ｍ 市況 市況 -

全県共通 管(函)渠型側溝 300型 横断用ｸﾞﾚｰﾁﾝｸﾞ付(ﾎﾞﾙﾄ固定)L=2000 ｍ 市況 市況 -

全県共通 自由勾配側溝　街路型（6%勾配） 300×400×2000 個 市況 市況 - 415kg

全県共通 自由勾配側溝　街路型（6%勾配） 300×500×2000 個 市況 市況 - 470kg

全県共通 自由勾配側溝　街路型（6%勾配） 300×600×2000 個 市況 市況 - 575kg

全県共通 落蓋側溝蓋(NSK-1型 250用)縦断用 ﾚｼﾞﾝ蓋　360×100×500 枚 市況 市況 - 24kg

全県共通 落蓋側溝蓋(NSK-1型 300用)縦断用 ﾚｼﾞﾝ蓋　410×110×500 枚 市況 市況 - 28kg

全県共通 グレーチング蓋（NSK-1型　400用） 510×120×995 枚 市況 市況 - 45kg

全県共通 グレーチング蓋（NSK-2型　400用） 510×60×995 枚 市況 市況 - 46kg

全県共通 グレーチング蓋（NSK-2型　500用） 620×65×995 枚 市況 市況 - 56kg

全県共通 歩車道境界ブロック（Ａ型）本体部 L=2000　H=200　両面R 個 市況 市況 - 160kg

全県共通 歩車道境界ブロック（Ａ型）すりつけ部 一段切下げ L=600　H=200　両面R ｍ 市況 市況 - 35*1.65=55.75kg

全県共通 歩車道境界ブロック（Ｂ型）本体部 L=2000　H=250　両面R 個 市況 市況 - 240kg

全県共通 歩車道境界ブロック（Ｂ型）すりつけ部 一段切下げ L=600　H=250　両面R ｍ 市況 市況 - 52*1.65=85.8kg

全県共通 歩車道境界ブロック（Ｃ型）本体部 L=2000　H=300　両面R 個 市況 市況 - 296kg

全県共通 歩車道境界ブロック（Ｃ型）すりつけ部 一段切下げ L=600　H=300　両面R 個 市況 市況 - 53kg

全県共通 歩車道境界ブロック（Ａ型）すりつけ部 ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰﾀｲﾌﾟ　一段切下げ　L=1000　H=200 両面R ｍ 市況 市況 - 73kg

全県共通 歩車道境界ブロック（Ｂ型）すりつけ部 ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰﾀｲﾌﾟ　一段切下げ　L=1000　H=250 両面R ｍ 市況 市況 - 113kg

全県共通 歩車道境界ブロック（Ａ型）車両乗入部  ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰﾀｲﾌﾟ　L=600　H=100 ｍ 市況 市況 - 22*1.65=36.3kg

全県共通 歩車道境界ブロック（Ｂ型）車両乗入部  ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰﾀｲﾌﾟ　L=600　H=150 ｍ 市況 市況 - 41*1.65=67.65kg

全県共通 歩車道境界ブロック（Ｃ型）車両乗入部  ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰﾀｲﾌﾟ　L=600　H=150 ｍ 市況 市況 - 41*1.65=67.65kg

全県共通 横断暗渠（T-25） 300×2000 個 市況 市況 - 440kg

全県共通 横断暗渠（T-25） 400×2000 個 市況 市況 - 700kg

全県共通 横断暗渠（T-25） 500×2000 個 市況 市況 - 1070kg

全県共通 横断暗渠（T-25） 600×2000 個 市況 市況 - 1410kg

全県共通 プレキャストＬ型擁壁（Ｓタイプ） 800S(H=600)L=2m 基 市況 市況 - 1046kg

全県共通 プレキャストＬ型擁壁（Ｓタイプ） 1000S(H=800)L=2m 基 市況 市況 - 1468kg

全県共通 プレキャストＬ型擁壁（Ｓタイプ） 1200S(H=1000) L=2m 基 市況 市況 - 1950kg

全県共通 プレキャストＬ型擁壁（Ｓタイプ） 1400S(H=1200) L=2m 基 市況 市況 - 2524kg

全県共通 プレキャストＬ型擁壁（Ｓタイプ） 1600S(H=1400) L=2m 基 市況 市況 - 3068kg

全県共通 プレキャストＬ型擁壁（Ｓタイプ） 1800S(H=1600) L=2m 基 市況 市況 - 3596kg

全県共通 プレキャストＬ型擁壁（Ｓタイプ） 2000S(H=1800) L=2m 基 市況 市況 - 4158kg

全県共通 プレキャストＬ型擁壁（Ｓタイプ） 2250S(H=2000) L=2m 基 市況 市況 - 5076kg

全県共通 プレキャストＬ型擁壁（Ｓタイプ） 2500S(H=2250) L=2m 基 市況 市況 - 5836kg

全県共通 プレキャストＬ型擁壁（Ｓタイプ） 2750S(H=2500) L=2m 基 市況 市況 - 6936kg

全県共通 プレキャストＬ型擁壁（Ｓタイプ） 3000S(H=2750) L=2m 基 市況 市況 - 8060kg

全県共通 コンクリート積みブロック（滑面） 200(一辺の長さ）×控350 m2 平均 平均 - 佐賀 コンクリート積みブロック　滑面 一辺２００×３５０　９．６個 個 366 佐賀 コンクリート積みブロック　滑面 一辺２００正六角形×３５０　９．６個／ｍ２　Ａ 個 484

全県共通 コンクリート積みブロック（環境保全型） 150kg/個未満 、間知（水質改善型･疑石タイプ） m2 市況 市況 -

全県共通 Ｈ形鋼　杭用 200×200×8×12 標準長6～18m ｔ 平均 平均 - 佐賀 Ｈ形鋼　ＳＳ４００　広幅 ２００×２００×８×１２ ｔ 26 佐賀 Ｈ形鋼（ＳＳ４００）　広幅 ２００×２００×８×１２ｍｍ　４９．９ｋｇ／ｍ ｋｇ 31

全県共通 Ｈ形鋼　杭用 300×300×10×15 標準長6～18m ｔ 平均 平均 - 佐賀 Ｈ形鋼　ＳＳ４００　広幅 ３００×３００×１０×１５ ｔ 26 佐賀 Ｈ形鋼（ＳＳ４００）　広幅 ３００×３００×１０×１５ｍｍ　９３．０ｋｇ／ｍ ｋｇ 31

全県共通 Ｈ形鋼　杭用 350×350×12×19 標準長6～18m ｔ 平均 平均 - 佐賀 Ｈ形鋼　ＳＳ４００　広幅 ３５０×３５０×１２×１９ ｔ 26 佐賀 Ｈ形鋼（ＳＳ４００）　広幅 ３５０×３５０×１２×１９ｍｍ　１３５ｋｇ／ｍ ｋｇ 31

全県共通 クローラクレーン賃料（長期） 油圧伸縮ジブ型 4.9t吊 (排1･排2･排3･低騒含) 日 平均 平均 - 九州 クローラクレーン（賃貸） ４．９ｔ吊り 台・日 802 九州 賃貸料金　クローラクレーン（油圧伸縮ジブ型） ４．９ｔ吊　（～排２０１４・低騒含） 台・日 280

全県共通 クローラクレーン賃料（1ヶ月未満） 油圧伸縮ジブ型 4.9t吊 (排1･排2･排3･低騒含) 日 平均 平均 - 長期割引前賃料 九州 クローラクレーン（賃貸） ４．９ｔ吊り 台・日 802 九州 賃貸料金　クローラクレーン（油圧伸縮ジブ型） ４．９ｔ吊　（～排２０１４・低騒含） 台・日 280

全県共通 超小旋回バックホウ賃料（長期） ｸﾛｰﾗ型 山0.28m3(平0.22m3)  (排1･排2･排3･低騒･2011年含) 日 平均 平均 - 九州 超小旋回バックホウ（賃貸） 容量０．２８（０．２２）ｍ３ 台・日 801 九州 賃貸料金　超小旋回バックホウ（クローラ型） 山積０．２８ｍ３　（～排２０１１・超低含） 台・日 279

全県共通 超小旋回バックホウ賃料（1ヶ月未満） ｸﾛｰﾗ型 山0.28m3(平0.22m3)  (排1･排2･排3･低騒･2011年含) 日 平均 平均 - 長期割引前賃料 九州 超小旋回バックホウ（賃貸） 容量０．２８（０．２２）ｍ３ 台・日 801 九州 賃貸料金　超小旋回バックホウ（クローラ型） 山積０．２８ｍ３　（～排２０１１・超低含） 台・日 279

全県共通 ジェットヒータ賃料（長期） 126MJ/h（30100kcal/h） 日 平均 平均 - 九州 ジェットヒーター（賃貸） １２６ＭＪ／ｈ 台・日 808 九州 賃貸料金　ジェットヒータ １２６ＭＪ／ｈ（３０１００ｋｃａｌ／ｈ） 台・日 284

全県共通 ジェットヒータ賃料（1ヶ月未満） 126MJ/h（30100kcal/h） 日 平均 平均 - 長期割引前賃料 九州 ジェットヒーター（賃貸） １２６ＭＪ／ｈ 台・日 808 九州 賃貸料金　ジェットヒータ １２６ＭＪ／ｈ（３０１００ｋｃａｌ／ｈ） 台・日 284

全県共通 高所作業車賃料(トラック架装リフト)（長期） 垂直型 幅広ﾃﾞｯｷ 揚程10～12m 日 積算 積算 - 九州 賃貸料金　トラック架装リフト　垂直昇降型 プラットフォーム型　作業床高さ１０～１２ｍ以下 台・日 280

全県共通 高所作業車賃料(トラック架装リフト)（1ヶ月未満） 垂直型 幅広ﾃﾞｯｷ 揚程10～12m 日 積算 積算 - 長期割引前賃料 九州 賃貸料金　トラック架装リフト　垂直昇降型 プラットフォーム型　作業床高さ１０～１２ｍ以下 台・日 280

全県共通 クラムシェル賃料（長期） ﾃﾚｽｺﾋﾟｯｸ式 ｸﾛｰﾗ型 0.4m3 (排1･排2･低騒含) 日 平均 平均 - 九州 クラムシェル（賃貸） 平積０．４ｍ３ 台・日 801 九州 賃貸料金　クラムシェル　テレスコピック・クローラ 平積０．４ｍ３　（～排２次・低騒含） 台・日 279

全県共通 クラムシェル賃料（1ヶ月未満） ﾃﾚｽｺﾋﾟｯｸ式 ｸﾛｰﾗ型 0.4m3 (排1･排2･低騒含) 日 平均 平均 - 長期割引前賃料 九州 クラムシェル（賃貸） 平積０．４ｍ３ 台・日 801 九州 賃貸料金　クラムシェル　テレスコピック・クローラ 平積０．４ｍ３　（～排２次・低騒含） 台・日 279

佐賀 モルタル 1:01 m3 市況 市況 -

三瀬 モルタル 1:01 m3 市況 市況 -

鳥栖 モルタル 1:01 m3 市況 市況 -

唐津 モルタル 1:01 m3 市況 市況 -

伊万里 モルタル 1:01 m3 市況 市況 -

武雄 モルタル 1:01 m3 市況 市況 -

鹿島 モルタル 1:01 m3 市況 市況 -

佐賀 モルタル 1:02 m3 市況 市況 -

三瀬 モルタル 1:02 m3 市況 市況 -

鳥栖 モルタル 1:02 m3 市況 市況 -

唐津 モルタル 1:02 m3 市況 市況 -

伊万里 モルタル 1:02 m3 市況 市況 -

武雄 モルタル 1:02 m3 市況 市況 -

鹿島 モルタル 1:02 m3 市況 市況 -

佐賀 モルタル 1:03 m3 市況 市況 -

三瀬 モルタル 1:03 m3 市況 市況 -

鳥栖 モルタル 1:03 m3 市況 市況 -

唐津 モルタル 1:03 m3 市況 市況 -

伊万里 モルタル 1:03 m3 市況 市況 -

武雄 モルタル 1:03 m3 市況 市況 -

鹿島 モルタル 1:03 m3 市況 市況 -

全県共通 植生マット                              肥料袋付き　二重ネット m2 平均 平均 - 九州 植生マット 肥料袋付　二重ネット ｍ２ 430 全国 人工芝類　植生マット　肥料袋付 二重ネット　肥料袋間隔４０ｃｍ ｍ２ 564

全県共通 生石灰 フレコンパック ｔ 平均 平均 - 福岡 生石灰　土質安定処理用 フレコン ｔ 374 福岡 石灰（土質安定処理用）　生石灰 フレコンパック ｔ 527

単価CD
単価出典 摘要

※数値はコンクリート二
次製品の重量

積算資料建設物価
単位規格名称品目名称地区名称
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別紙4-2（東京単価単価調書）

単純平均 公表

掲載単価 価格 掲載頁 掲載単価 価格 掲載頁

ブルドーザ 排対型:2014規制 普通15t級 供用日 TRUE

ブルドーザ 排対型:2011規制 普通32ｔ級 供用日 TRUE

ブルドーザ 排対型:3次基準 湿地20ｔ級 供用日 TRUE

ブルドーザ 排対型:2次基準               ﾘｯﾊﾟ装置付32ｔ級 供用日 TRUE

小型バックホウ 排対型:1次基準           ｸﾛｰﾗ型 山積0.08m3(平積0.06m3)           供用日 TRUE

小型バックホウ 排対型:2次基準           ｸﾛｰﾗ型 山積0.13m3(平積0.10m3)           供用日 TRUE

小型ﾊﾞｯｸﾎｳ(ｸﾛｰﾗ)[標準･ｸﾚｰﾝ付･排対:2次] 標準ﾊﾞｹｯﾄ 山積0.11m3[平積0.08m3]0.8t吊 供用日 TRUE

バックホウ 排対型:1次基準               ｸﾛｰﾗ型 山積0.45m3(平積0.35m3)           供用日 TRUE

バックホウ 排対型:2011規制 ｸﾛｰﾗ型 山積0.8m3(平積0.6m3) 供用日 TRUE

バックホウ 排対型:2011規制 ｸﾛｰﾗ型 山積0.8m3(平積0.6m3) 超低騒音型 供用日 TRUE

バックホウ 排対型:2014規制 ｸﾛｰﾗ型 山積0.5m3(平積0.4m3) 超低騒音型 供用日 TRUE

バックホウ 排対型:1次基準               ｸﾛｰﾗ型 山積1.4m3(平積1.0m3)             供用日 TRUE

バックホウ 排対型:2次基準               ｸﾛｰﾗ型 山積0.28m3(平積0.2m3)            供用日 TRUE

バックホウ 排対型:2次基準               ｸﾛｰﾗ型 山積0.8m3(平積0.6m3)             供用日 TRUE

バックホウ 排対型:3次基準 ｸﾛｰﾗ型 山積0.8m3(平積0.6m3) 供用日 TRUE

バックホウ 排対型:2014規制 ｸﾛｰﾗ型 山積0.8m3(平積0.6m3) 供用日 TRUE

バックホウ ｸﾚｰﾝ機能付き 排対型:1次基準  ｸﾛｰﾗ型 山積0.45m3(平積0.35m3) 2.9t吊    供用日 TRUE

バックホウ ｸﾚｰﾝ機能付き 排対型:3次基準 ｸﾛｰﾗ型 山0.8m3(平0.6m3)2.9t吊 超低騒音型 供用日 TRUE

バックホウ 超低騒音型･排対型:2次基準 ｸﾛｰﾗ型 山積0.8m3(平積0.6m3) 供用日 TRUE

バックホウ 超低騒音型･排対型:3次基準 ｸﾛｰﾗ型 山積0.8m3(平積0.6m3)             供用日 TRUE

バックホウ 後方超小旋回型 排対型:2次基準 ｸﾛｰﾗ型 山積0.28m3(平積0.2m3)            供用日 TRUE

バックホウ 後方超小旋回型 排対型:3次基準 ｸﾛｰﾗ型 山積0.5m3(平積0.4m3) 超低騒音型 供用日 TRUE

バックホウ 後方超小旋回型 排対:2014規制 ｸﾛｰﾗ型 山積0.45m3(平積0.35m3) 超低騒音型 供用日 TRUE

バックホウ 後方超小旋回型 排対:2014規制 ｸﾛｰﾗ型 ｸﾚｰﾝ付 山0.45m3(平0.35)2.9t 超低 供用日 TRUE

超ロングアームバックホウ 排対型:2次基準 ｸﾛｰﾗ型 山積0.4m3(平積0.3m3) 供用日 TRUE

ドラグライン及びクラムシェル            油圧ﾛｰﾌﾟ式ｸﾛｰﾗ型 0.8m3                  供用日 TRUE

油圧クラムシェル                        ﾃﾚｽｺﾋﾟｯｸ式 0.4m3                 供用日 TRUE

掴み装置(ﾊﾞｯｸﾎｳ用ｱﾀｯﾁﾒﾝﾄ)               開口幅1700～2000mm 爪幅400～750mm 供用日 TRUE

掴み装置(ﾊﾞｯｸﾎｳ用ｱﾀｯﾁﾒﾝﾄ)               開口幅2100～2500mm 爪幅450～1000mm 供用日 TRUE

ﾊﾞｯｸﾎｳ用ｱﾀｯﾁﾒﾝﾄ[切断機能付掴み装置] 開口幅880～1000mm ｶｯﾄ最大寸法300～400mm 供用日 TRUE

ﾊﾞｯｸﾎｳ用ｱﾀｯﾁﾒﾝﾄ[ｺﾝｸﾘｰﾄ圧砕装置(大割機)] 開口幅 735～850mm 破砕力 550～980kN     供用日 TRUE

ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ[ｵﾝﾛｰﾄﾞ･ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ]2t積級 ﾀｲﾔ損耗費及び補修費(良好)を含む 供用日 TRUE

ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ[ｵﾝﾛｰﾄﾞ･ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ]4t積級 ﾀｲﾔ損耗費及び補修費(良好)を含む 供用日 TRUE

ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ[ｵﾝﾛｰﾄﾞ･ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ]4t積級 ﾀｲﾔ損耗費及び補修費(普通)を含む 供用日 TRUE

ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ[ｵﾝﾛｰﾄﾞ･ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ]10t積級 ﾀｲﾔ損耗費及び補修費(良好)を含む 供用日 TRUE

ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ[ｵﾝﾛｰﾄﾞ･ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ]10t積級 ﾀｲﾔ損耗費及び補修費(普通)を含む 供用日 TRUE

ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ(深ｱｵﾘ･土砂禁)[ｵﾝﾛｰﾄﾞ･ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ] 10t積級 ﾀｲﾔ損耗費及び補修費(良好)を含む 供用日 TRUE

トラック                                普通型 2ｔ積                         供用日 TRUE

トラック                                普通型 10～11ｔ積                             供用日 TRUE

トラック[ｸﾚｰﾝ装置付] ﾍﾞｰｽﾄﾗｯｸ2t積 吊能力2.9t 供用日 TRUE

トラック[ｸﾚｰﾝ装置付]                    ﾍﾞｰｽﾄﾗｯｸ4～4.5t積 吊能力2.0t                 供用日 TRUE

トラック[ｸﾚｰﾝ装置付]                    ﾍﾞｰｽﾄﾗｯｸ4～4.5t積 吊能力2.9t                 供用日 TRUE

ｹｰﾌﾞﾙｸﾚｰﾝ[両端固定･ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ駆動式]       定格荷重1.0t(簡易ｹｰﾌﾞﾙｸﾚｰﾝ)             供用日 TRUE

高所作業車[ﾄﾗｯｸ架装･伸縮ﾌﾞｰﾑ･ﾊﾞｽｹｯﾄ型]  作業床高11.0～12.0m 積載荷重200kg 定員2       供用日 TRUE

高所作業車[ﾄﾗｯｸ架装･垂直昇降･ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ] 床高9.9m 積載1000kg                     供用日 TRUE

高所作業車[ﾄﾗｯｸ架装･垂直昇降･ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ] 床高13.2m 積載1000kg                    供用日 TRUE

グラウトポンプ                          二筒複動ﾋﾟｽﾄﾝ式 吐出量200ｌ/min     供用日 TRUE

ボーリングマシン                        油圧式 5.5kW級                          供用日 TRUE

ボーリングマシン                        ﾛｰﾀﾘﾊﾟｰｶｯｼｮﾝ式 ｽｷｯﾄﾞ型 55kW級           供用日 TRUE

ボーリングマシン                        ﾛｰﾀﾘﾊﾟｰｶｯｼｮﾝ式 ｸﾛｰﾗ型 81kW級            供用日 TRUE

さく岩機                                ﾊﾝﾄﾞﾄﾞﾘﾙ(空圧式) 質量15kg級             供用日 TRUE

さく岩機                                ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾚｰｶ 20kg級                      供用日 TRUE

大型ブレーカ(ﾍﾞｰｽﾏｼﾝ含まず)             油圧式 600～800kg級                     供用日 TRUE

大型ブレーカ(ﾍﾞｰｽﾏｼﾝ含まず)             油圧式 1300kg級                         供用日 TRUE

クローラドリル                          油圧式 搭乗式 ﾄﾞﾘﾌﾀ 150kg級             供用日 TRUE

スタビライザ[路床改良用] 排対型:2次基準 処理幅 2.0m 処理深 0.6m                 供用日 TRUE

スタビライザ[路床改良用] 排対型:2次基準 処理幅 2.0m 処理深 1.2m                 供用日 TRUE

振動ローラ(舗装用) ﾊﾝﾄﾞｶﾞｲﾄﾞ式 運転質量0.5～0.6ｔ          供用日 TRUE

振動ローラ(舗装用) 排対型:1次基準               搭乗･ｺﾝﾊﾞｲﾝﾄﾞ式 運転質量3～4ｔ          供用日 TRUE

ランマ                        60～80kg                                供用日 TRUE

振動コンパクタ[前進型]                  機械質量40～60kg                        供用日 TRUE

ｺﾝｸﾘｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ車[ﾄﾗｯｸ架装･ﾌﾞｰﾑ式]          圧送能力 65～85m3/ｈ                    供用日 TRUE

ｺﾝｸﾘｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ車[ﾄﾗｯｸ架装･ﾌﾞｰﾑ式]          圧送能力 90～110m3/ｈ                   供用日 TRUE

アスファルトフィニッシャ                ｸﾛｰﾗ型 舗装幅1.4～3.0ｍ                 供用日 TRUE

アスファルトカーバ[ｶﾞｿﾘﾝｴﾝｼﾞﾝ駆動式] 能力 4～4.5m3/ｈ                        供用日 TRUE

路面清掃車                              ﾌﾞﾗｼ式 四輪式 ﾎｯﾊﾟ容量 1.5m3            供用日 TRUE

散水車[ﾄﾗｯｸ架装型]                      3800ｌ                                  供用日 TRUE

路面切削機 排対型:3次基準 ﾎｲｰﾙ式廃材積込装置付 幅2.0m 深さ23cm    供用日 TRUE

コンクリートカッタ[ﾊﾞｷｭｰﾑ式･湿式] 径φ56cm 切削深20cm級 超低騒音型 供用日 TRUE

コンクリートカッタ[湿式]                ﾊﾞｷｭｰﾑ式 径φ75cm 切削深30cm 超低騒音型 供用日 TRUE

コンクリートカッタ[湿式]                ﾊﾞｷｭｰﾑ式 径φ96cm 切削深40cm 超低騒音型 供用日 TRUE

発動発電機                              ｶﾞｿﾘﾝｴﾝｼﾞﾝ駆動 1KVA                     供用日 TRUE

ｺﾝｸﾘｰﾄ穿孔機[電動式ｺｱﾎﾞｰﾘﾝｸﾞﾏｼﾝ]        簡易仕様型 最大穿孔径φ25               供用日 TRUE

摘要1 摘要2コード 名称 規格 単位 N⇔O列比較 L⇔N列比較
積算資料

（施工P東京単価）
建設物価

（施工P東京単価）基準 電算設定単価 参考R05単価
設定単価
(R06報告)

平均端数処理 平均整数止

7 / 10 ページ



別紙4-3（産廃単価調書）

ｱｽﾌｧﾙﾄ ｽﾄｯｸ

ｱｽﾌｧﾙﾄ塊 切削材 容量

許可 許可 無筋 有筋 ｔ/ｈ ｔ/月 ｔ/ｈ ｔ/月 ｱｽﾌｧﾙﾄ塊 ｺﾝｸﾘ-ﾄ塊 受入可否 (m3) (㎡)

年月日 期限

01佐賀

02三瀬

03鳥栖

処  理  能  力

06伊万里

05唐津

ｺﾝｸﾘｰﾄ塊

時間帯

受  入  料  金（円／m3）

休日 時間外

事業所電話番号

受 入 時 間

2026.〇調査 本資料は全ての処理場を網羅したものではなく、Co及びAs廃材の受け入れを行っている施設で単価等の照会に対し回答があったものを掲載している。

地区

産業廃棄物処分業許可
(中間処理：がれき類 破砕)

AS優先搬出施設 会　社　名 会　　社　　所　　在　　地 会社電話番号
事 業 所 名

（ 工 場 名 ）
事　　業　　所　　所　　在

地
備  考

敷地面積
ｱｽﾌｧﾙﾄ塊 ｺﾝｸﾘ-ﾄ塊 (最大寸法：㎝)

大 き さ の 制 限
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別紙4-3（産廃単価調書）

ｱｽﾌｧﾙﾄ ｽﾄｯｸ

ｱｽﾌｧﾙﾄ塊 切削材 容量

許可 許可 無筋 有筋 ｔ/ｈ ｔ/月 ｔ/ｈ ｔ/月 ｱｽﾌｧﾙﾄ塊 ｺﾝｸﾘ-ﾄ塊 受入可否 (m3) (㎡)

年月日 期限

処  理  能  力

ｺﾝｸﾘｰﾄ塊

時間帯

受  入  料  金（円／m3）

休日 時間外

事業所電話番号

受 入 時 間

2026.〇調査 本資料は全ての処理場を網羅したものではなく、Co及びAs廃材の受け入れを行っている施設で単価等の照会に対し回答があったものを掲載している。

地区

産業廃棄物処分業許可
(中間処理：がれき類 破砕)

AS優先搬出施設 会　社　名 会　　社　　所　　在　　地 会社電話番号
事 業 所 名

（ 工 場 名 ）
事　　業　　所　　所　　在

地
備  考

敷地面積
ｱｽﾌｧﾙﾄ塊 ｺﾝｸﾘ-ﾄ塊 (最大寸法：㎝)

大 き さ の 制 限

08鹿島

07武雄
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別紙5（特別調査区分）

予定件数 適用調査区分

A－① 22件
図面の不要な資材又は簡易な図面付き資材。
簡易な聞き取り調査等で比較的容易に調査結果が得られるような物価資料掲載品に準ずる一般的に流通している標準品。

A－② 1件 上記において、同一品目11規格以上20規格以下の調査を行う場合。

A－③ 1件 上記において、同一品目21規格以上30規格以下の調査を行う場合。

B－① 28件
図面の不要な資材又は簡易な図面付き資材。
簡易な聞き取り調査のみでは速やかに調査結果が得られない、物価資料掲載品に準ずる一般的に流通している標準品。

B－② 1件 上記において、同一品目11規格以上20規格以下の調査を行う場合。

B－③ 1件 上記において、同一品目21規格以上30規格以下の調査を行う場合。

C－① 62件
図面付き(図面が必要)な資材。
類似の市場情報を応用するなど、簡単な聞き取り調査だけでは調査結果が得られない資材。

C－② 1件 上記において、同一品目11規格以上20規格以下の調査を行う場合。

C－③ 1件 上記において、同一品目21規格以上30規格以下の調査を行う場合。

D－① 1件
図面の不要な資材又は簡易な図面付き資材。
簡易な聞き取り調査等で比較的容易に調査結果が得られるような市場単価が存在する工種の材工の流通単価。

D－② 1件 上記において、同一品目11規格以上20規格以下の調査を行う場合。

D－③ 1件 上記において、同一品目21規格以上30規格以下の調査を行う場合。

建設資材特別調査業務　単価区分

B単価
(地場資材等単価)

※特定の地域で生産さ
れる資材。

単価区分

A単価
(一般資材等単価)

D単価
(市場単価)

C単価
(特注資材等単価)


